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１ 大東大須賀区域認定こども園化推進委員会の目的 

 

   本市南部にある大東区域、大須賀区域には、公立幼稚園８園と私立保育園５園があり、子どもたち

の教育・保育を担っている。 

   近年、子どもの育ち、子育てをめぐる社会情勢や保護者の価値観が大きく変化していることから、

当該地域においても、将来を見通し、より望ましい乳幼児保育・教育のあり方を検討する必要があ

る。 

   そこで、本委員会を設置し、多方面の視点から大東大須賀区域の幼稚園保育園の再編、認定こども

園整備に関して協議検討を行った。 

 

２ 推進委員会の構成 

   委員は、子どもの保護者、自治区関係者、市議会議員、保育事業に従事する者、学識経験者、学校

関係者、計２０名で組織した。詳細については委員名簿（２１ページ）参照。 

   委員会の庶務は、掛川市こども希望部こども政策課において処理した。 

 

３ 社会情勢と検討の経緯 

  （１）子ども・子育て支援新制度 

      平成２４年８月に成立した「子ども・子育て支援法」等子ども・子育て関連３法に基づき、

平成２７年４月から、新たな子育て支援制度が開始された。 

      子ども・子育て支援新制度においては、幼稚園と保育所のいいところを１つにした認定こ

ども園の普及、待機児童の減少、地域のさまざまな子育て支援事業の充実などが図られる。 

 

  （２）掛川区域の幼保一元化 

      掛川区域では、平成１５年度の乳幼児センターすこやかの開園をはじめとして、幼保一元

化に取り組み、平成２１年度までに６園の幼保園が整備されている。 

      各幼保園は、運営法人により、運営内容、保育内容、園行事等が異なっているが、幼保園共

通の理念である「感性豊かで生きる力をそなえた子供に育てるために、人間形成の基礎を培う

きわめて重要な時期である乳幼児期の保育・教育を、就学前教育として一元的にとらえ、どの

子にも一人一人の発達に即した保育を行う。」ことはどの園でも概ね達成されている。 

 

  （３）推進委員会での検討 

      推進委員会は平成２７年１１月９日に設置され、計 回の委員会を開催した。 

      また、幼稚園保育園保護者の意見を聞くためのワークショップを１回、推進委員による小

規模幼稚園と大規模幼保園の現地視察を１回開催した。 
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４ 大東・大須賀区域の現状と課題 

（１）子ども人口の推移と将来推計 

  ① 子ども人口の推移 

    大東区域の子ども人口について、０～４歳人口は現在の施設が整備された頃である昭和５５

年（１９８０）に１，４７１人であったが、平成２７年（２０１５）は８４０人であり、３５年

間で６３１人（４２．９％）の減少がみられる。 

    ５～９歳人口も、昭和５５年は１，５１３人であったが、平成２７年は８６７人であり、６４

６人（４２．７％）の減少がみられる。 

    大須賀区域の子ども人口について、０～４歳人口は昭和５５年（１９８０）に８１８人であっ

たが、平成２７年（２０１５）は３８１人であり、３５年間で４３７人（５３．４％）の減少が

みられる。 

    ５～９歳人口も、昭和５５年は９２６人であったが、平成２７年は５１２人であり、４１４人

（４４．７％）の減少がみられる。 

    以上のように、大東区域大須賀区域とも少子化が進行している状況がうかがえる。 

 

大東区域子ども人口の推移                            単位：人 

歳児 昭和５５年 

（１９８０年） 

平成２年 

（１９９０年） 

平成１２年 

（２０００年） 

平成２２年 

（２０１０年） 

平成２７年 

（２０１５年） 

０～４歳 １，４７１ １，２０２ ９９４ ９０２ ８４０ 

５～９歳 １，５１３ １，４５７ １，１９１ １，０２９ ８６７ 

 大須賀区域子ども人口の推移                           単位：人 

歳児 昭和５５年 

（１９８０年） 

平成２年 

（１９９０年） 

平成１２年 

（２０００年） 

平成２２年 

（２０１０年） 

平成２７年 

（２０１５年） 

０～４歳 ８１８ ７１４ ５３８ ５５３  ３８１ 

５～９歳 ９２６ ８７９ ６１３  ５７３ ５１２ 

昭和５５年～平成１２年は国勢調査。平成２２年以降は住民基本台帳。 

 

  ② 将来人口推計 

    平成２８年２月に企画調整課が示した『人口の将来展望 ～地区別人口の推計～』に基づき、

大東大須賀区域の子ども人口の将来推計を示す。 

    この推計は、過去の人口推移を参考に、掛川市全体の推計値との整合を図り計算した将来展望

の例である。 

    推計Ａは、国立社会保障・人口問題研究所の推計方法を採用し、合計特殊出生率の下降や社会

動態の流出超過が継続すると仮定した場合の推計値である。 

    推計Ｂは、第２次掛川市総合計画の将来人口目標値の推計方法を採用し、合計特殊出生率が上

昇し、社会動態が流入超過に転じると仮定した場合の推計値である。 

    大東区域では、平成１７年（２００５）の０～４歳児人口が１,０５１人であるのに対し、平
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成２７年（２０１５）には８４０人に減少している。推計Ａでは平成３７年（２０２５）に６０

６人に、推計Ｂでは８１９人になると推計されている。 

    ５～９歳人口は、平成１７年（２００５）が１,０８４人であるのに対し、平成２７年（２０

１５）には８６７人に減少している。推計Ａでは平成３７年（２０２５）に６９６人に、推計Ｂ

では８５６人になると推計されている。 

大須賀区域では、平成１７年（２００５）の０～４歳児人口が５７２人であるのに対し、平成

２７年（２０１５）には３８１人に減少している。推計Ａでは平成３７年（２０２５）に３３０

人に、推計Ｂでは４０３人になると推計されている。 

    ５～９歳人口は、平成１７年（２００５）が５８０人であるのに対し、平成２７年（２０１５）

には５１２人に減少している。推計Ａでは平成３７年（２０２５）に３６０人に、推計Ｂでは４

１８人になると推計されている。 

 

将来人口推計                                   単位：人 

 歳児 実績値 推計Ａ 推計Ｂ 

平成 17 年 

（2005 年） 

平成 27 年 

（2015 年） 

平成 32 年 

（2020 年） 

平成 37 年 

（2025 年） 

平成 32 年 

（2020 年） 

平成 37 年 

（2025 年） 

大東区域 0～4 歳 １,０５１ ８４０ ７１５ ６０６ ８３３ ８１９ 

5～9 歳 １,０８４ ８６７ ８１７ ６９６ ８４０ ８５６ 

大須賀 

区域 

0～4 歳 ５７２ ３８１ ３７９ ３３０ ４１６ ４０３ 

5～9 歳 ５８０ ５１２ ３６２ ３６０ ３７３ ４１８ 

 将来人口推計の詳細については、１２ページ参照 

 

（２）大東区域幼稚園保育園の状況  各園の詳細については１３ページ参照 

  ① 幼稚園 

・幼稚園は６園あり、すべて公立園である。 

    ・睦浜幼稚園は、大坂幼稚園の大規模化に伴い、昭和５７年度に分離独立した幼稚園である。 

    ・大東町は平成１３年度から幼稚園の３歳児保育を開始した。 

    ・睦浜幼稚園以外の５幼稚園は、小学校と近接している。 

    ・佐束幼稚園や土方幼稚園は、幼保園化が進んだ掛川区域の公立幼稚園の受け皿となっている。 

    ・小規模化が進んでおり、ほとんどの園が全歳児単学級である。小規模園は、一人一人の園児に

目が行き届き、きめ細やかな温かい指導ができる良さがある一方、人の姿を見て多くのことを

学んだりする機会や園児が切磋琢磨する機会が少ないなどの課題が指摘されている。 

     また、１園あたりの職員数が少ないことによる職員個々の負担の増加も課題である。 

    ・昭和４８年度建設の千浜幼稚園をはじめ、すべての園で建設から３０年以上が経過しており、

老朽化が顕著である。 

 

② 保育園 

・保育園は３園ある。城東保育園は昭和５３年４月に私立保育園として開園した。大坂保育園
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と千浜保育園については公立保育園であったが、平成１３年度に大東町において民営化を実

施したため、現在はすべて私立保育園になっている。 

   ・大坂保育園、千浜保育園は小学校と近接している。 

   ・大坂保育園と大坂幼稚園、千浜保育園と千浜幼稚園は近接している。 

    ・少子化により子どもの数は減少してきているが、保育ニーズは高まっており、定員を超えて受 

け入れをしている園もある。 

    ・昭和５０年度建設の大坂保育園をはじめ、すべての園で建設から３０年以上が経過しており、 

老朽化が顕著である。 

 

（３）大須賀区域幼稚園保育園の状況 

  ① 幼稚園 

・幼稚園は２園あり、いずれも公立園である。 

・大須賀町は平成１２年度から幼稚園の３歳児保育を開始した。 

・平成１６年度、西部幼稚園が横須賀幼稚園に統合されたことにより２園体制となった。 

・いずれの園も小学校と近接していない。 

    ・園児数は定員を下回っているが、大東区域ほど小規模化は顕著ではない。大渕幼稚園は全歳児

単学級である。 

    ・いずれの園も建設から３０年以上が経過しており、老朽化が顕著である。 

    ・横須賀幼稚園については、津波被害の懸念から高台移転の要望が出されている。 

 

② 保育園 

・保育園は２園ある。よこすか保育園については公立保育園であったが、平成１４年度に大須

賀町において民営化を実施したため、現在はすべて私立保育園になっている。 

   ・いずれの園も小学校、幼稚園と近接していない。 

    ・少子化により子どもの数は減少してきているが、保育ニーズは高まっており、定員を超えて受

け入れする場合もある。 

    ・横須賀地区在住で、おおぶち保育園に通っている子どもが３０名程度いる。 

    ・よこすか保育園は昭和５６年度建設であり、老朽化が顕著である。おおぶち保育園は平成１７

年度の建設であり、将来的な幼保一元化に対応できるように幼稚園児用の教室が整備されて

いる。 

 

５ 協議事項と検討結果 

（１）保育・教育の理念について 

  ① 検討の背景 

掛川市の教育振興計画である『人づくり構想かけがわ』には、幼児教育分野の基本目標として

「掛川市は、豊かなふれ合いや生活体験の中で個性を発揮し、自立心と、人とかかわる力のある

子どもの育成に努めます。」とある。 
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    また、掛川市子ども・子育て支援事業計画には、基本目標１として「すべての子どもが生きる

力を身につけることができるまちにします。」とある。 

    これらを踏まえて、認定こども園のめざす姿を示すことが大切だと考え、次のように示すこと

とした。 

 

  ② 認定こども園のめざす姿 

     掛川らしい質の高い乳幼児教育を提供し、地域の誇りとなる施設とすることで、「教育・文

化日本一」「健康・子育て日本一」にふさわしい環境をめざす。 

 

   ア 将来を担う子どもたちのために、幼稚園、保育園の別なく、乳幼児期の保育・教育を就学前 

教育として一元的にとらえ、一人一人の発達に即した質の高い保育・教育を提供する。 

   イ 大東区域、大須賀区域の風土や文化を踏まえ、地域の子どもたちを地域全体で育成していく 

ための拠点となる施設とする。 

   ウ めまぐるしく変わる社会情勢や、各種災害にも対応した安全・安心な施設を整備し、行政が 

保育・教育に責任を持ち、運営に関しては民間の力を最大限活用するとともに、市民協働によ 

る園経営を行う。 

 

（２）施設再編について 

   ① 検討の背景 

     大東大須賀区域の幼保再編整備については、旧大東町・旧大須賀町の時代から検討課題とし

てあげられていたが、両町の検討は将来的な展望にとどまっており、具体的な動きには至ってい

なかった。 

     掛川市合併後の平成２１年度から２２年度にかけて、南部地区乳幼児教育検討委員会におい

て乳幼児教育のあり方が検討され、幼稚園が民営化できる場合、大東２園、大須賀２園の幼保園

に統合することが提言された。 

     平成２３年度には、乳幼児教育振興計画策定委員会において「大東・大須賀区域の幼稚園・保

育園再編計画」が検討され、平成２４年２月の「乳幼児教育振興計画策定に向けての提言」にお

いて、既存施設を４つの民営幼保園（大浜、城東、大渕、横須賀）に再編することが提言された。 

     このようなこれまでの検討を基に、社会情勢の変化なども踏まえ、再編の枠組みについて検

討を行った。 

      

   ② 認定こども園化にかかる具体案 

    ア 再編整備の枠組み 

既存の公立幼稚園８園と私立保育園５園を、民営の認定こども園５園に再編整備する。 

 

※ 幼保園と認定こども園 

幼保園は、幼稚園と保育園が１つの場所で運営されているもの。運営法人や園児、クラスは

幼稚園部、保育園部に分かれているが、教育活動や行事などについて、できるだけ同一となる
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よう取り組んでいる。 

認定こども園は、平成１８年１０月に国が制度化した施設であり、幼稚園と保育園の機能や

特徴を併せ持ち、教育と保育を一体的に行う施設。幼稚園部・保育園部のような枠はない。 

 

再編整備の枠組み一覧表 

地区 現在（入園者数） 再編後 

大坂地区 大坂幼稚園（６７） 

睦浜幼稚園（４４） 

大坂保育園（１４６） 

計２５７人 

（仮称） 

大坂認定こども園 

千浜地区 千浜幼稚園（４０） 

千浜保育園（７４） 

計１１４人 

（仮称） 

 千浜認定こども園 

城東地区 土方幼稚園（６０） 

佐束幼稚園（６４） 

中幼稚園 （３５） 

城東保育園（１０２） 

計２６１人 

 

（仮称） 

 城東認定こども園 

横須賀地区 横須賀幼稚園 （９５） 

よこすか保育園（８８） 

計１８３人 

（仮称） 

 横須賀認定こども園 

大渕地区 大渕幼稚園  （５７） 

おおぶち保育園（９９） 

計１５６人 

（仮称） 

 大渕認定こども園 

      ※現在、横須賀地区からおおぶち保育園へ３０人程度入園している。再編後は、横須賀地区

在住の子どもは、（仮称）横須賀認定こども園へ入園すると想定している。 

 

    イ この枠組みに至った理由 

平成２４年２月の「乳幼児教育振興計画策定に向けての提言」では、既存施設を４つの民営

幼保園（大浜、城東、大渕、横須賀）に再編する案が示されているが、大浜地区において、提

言にあるように既存の３幼稚園と２保育園すべてを統合すると、少なくとも３６０人を超え

る大規模園となる。 

      現在、掛川市内で最も大きい幼保園は定員３２０人である。この規模においても要支援児、

外国人園児増加への対応や、行事場所・登園降園の駐車場確保など、運営に関する課題が指摘 

されている。 

      これ以上の規模になると、保育・教育の質への大きな影響が懸念されるため、（仮称）千浜

認定こども園を追加した５園とする。 
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（３）整備場所、整備順序について 

  ① 整備場所の要件について 

認定こども園整備場所は、以下の点を考慮して選定すべきである。 

    ア 周辺の状況や自然環境が、乳幼児の育ちにとって好ましい場所であること。 

イ 津波、洪水、土砂災害など、各種の災害を想定し、安全・安心な場所であること。 

ウ 交通の利便性や人口分布などを鑑み、住民にとって利用しやすい場所であること。 

エ 建物敷地、園庭、駐車場等が十分確保できる広さがあること。 

       １園の敷地面積は、定員２５０人以上の園については７，０００㎡以上を基本とし、定員 

に応じた広さを確保すること。 

 

② 候補地 

     推進委員会であげられた候補地は以下のとおりである。 

     なお、これらの候補地以外でも、上記要件にあてはまる適切な場所があれば、適宜候補地と

して加えてもらいたい。 

地区 再編後 候補地 

大坂地区 （仮称） 

大坂認定こども園 

現在の大坂幼稚園、大坂保育園敷地 

千浜地区 （仮称） 

 千浜認定こども園 

現在の千浜幼稚園、千浜保育園敷地 

城東地区 （仮称） 

 城東認定こども園 

候補地１：城東保育園周辺 

候補地２：城東中学校周辺 

横須賀地区 （仮称） 

 横須賀認定こども園 

候補地１：大須賀中学校周辺 

候補地２：大須賀運動場敷地 

候補地３：横須賀高校周辺 

大渕地区 （仮称） 

 大渕認定こども園 

現在のおおぶち保育園周辺 

 

③ 整備順序について 

     推進委員会においては、大東区域、大須賀区域に分けて整備順序を検討した。 

大東区域、大須賀区域を組み合わせた全体の年次計画については、施設の老朽化度合い 

幼稚園・保育園の入園状況、地域の理解、整備場所の状況などを総合的に判断し、決定された

い。 

 

推進委員会による検討の状況 

ア 大東区域 

整備順序案  大坂地区  →  千浜地区  →  城東地区 
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理由 

       大坂地区は幼稚園の小規模化と施設の老朽化が進んでいる。また、大坂幼稚園と大坂保

育園が隣接しているため、幼保の交流や整備場所の検討がしやすい。 

       次に、同じく幼稚園保育園が近接している千浜地区を実施する。 

       最後に、比較的入園率の高い土方幼稚園や佐束幼稚園があり、幼稚園保育園が近接して

いない城東地区を実施する。 

イ 大須賀区域 

整備順序案  横須賀地区 →  大渕地区 

      理由 

       横須賀幼稚園について高台移転の要望が出ている。また、横須賀地区在住でおおぶち保

育園へ通っている子どもが多くいる。 

       これらのことから、まず横須賀地区について実施し、横須賀地区の子どもを（仮称）横

須賀認定こども園で受け入れる体制を作る。 

       次に、施設の新しいおおぶち保育園を活用して、大渕地区の認定こども園化を実施する。 

 

（４）園運営について 

  ① 適正規模 

     １園あたりの規模は３２０人を限度とし、年齢別学級定員は、３歳児２０人、４．５歳児は

３０人、同年齢複数学級が望ましいと考える。 

     ０～２歳児は、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準

（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第 1号）に準ずる。 

    

② 地域との連携 

      乳幼児の生活や体験を充実させるため、園と地域が連携を深め、地域の力を園運営に積極

的に取り入れることが重要である。 

      また、中学校区学園化構想における市民総ぐるみの教育の推進などと連携し、「地域の認定

こども園」「地域の誇りになる園」となる運営に努めるべきである。 

 

   ③ 運営法人 

     現在、大東大須賀区域で保育園を運営している社会福祉法人大東福祉会、社会福祉法人大須

賀苑が、十分な教育・保育が提供可能と判断できれば、両法人に運営してもらうことが望まし

い。 

     教育方針、運営理念は、（１）－②認定こども園のめざす姿を基に、両法人と市が協働で作

成し、その際は、市内外で認定こども園、幼保園を運営している学校法人・社会福祉法人の先

進事例を十分分析することが重要である。 

     また、大東福祉会、大須賀苑は幼稚園運営の実績が無いことから、幼児教育を担うための法

人の体制強化が求められる。 
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④ 子育て支援センター 

  近年、家庭や地域社会が大きく変化している中で、親子でつどい、遊びを通して交流を深め

る場、また、子育ての悩みを気軽に相談できる場として、子育て支援センターはますます重要

となってきている。 

  大東大須賀区域の再編整備においても、地域のニーズに応じて支援センターを設置し、家庭

での子育てを積極的に支援していく必要がある。 

 

  ⑤ 預かり保育・外国人保育・障がい児保育 

      １号認定の子どもが対象となる預かり保育のニーズは今後も続くと思われるため、再編後

も継続していくことが望ましい。 

      外国人保育・障がい児保育についても、関係専門機関との連携を図りながら、「すべての子

どもが生きる力を身につけることができる」よう充実していただきたい。 

      特に、大東大須賀区域の公立幼稚園は、幼保園化が進んだ掛川区域の障がい児保育の受け

皿になっている面もある。 

      認定こども園化に伴う大規模園整備にあたっては、障がい児に配慮した対策が求められる。 

 

  ⑥ 通園手段 

     認定こども園化に伴う、既存施設の再編整備にあたっては、現在よりも遠距離の通園になる

地域が出てくるため、ニーズに応じて通園バスを運行するなど、通園に対する配慮も検討して

いく必要がある。 

 

（５）認定こども園化に向けての取り組みについて 

  ① 園児・保育者の交流 

     園児同士が仲良くなることで、開園時の子どもたちの不安感や戸惑いが軽減されるため、合

同保育などの交流活動について、これまで以上に取り組んでいく必要がある。 

     幼稚園職員と保育園職員がお互いの保育を知り交流することで、認定こども園化の準備と

整備後の運営が円滑に進むと思われるので、保育参観や勉強会を通じ、保育者の交流を積極的

に行っていく必要がある。 

 

  ② 保護者・地域への理解促進 

      再編整備は保護者や地域にとって重要な問題であることから、教育ビジョンの提示や説明

会の開催などに積極的に取り組み、保護者や地域の理解を得ながら進めていく必要がある。 

 

③ 保育者への理解促進と配慮 

      実際に保育・教育にあたる保育者が認定こども園化の意義を十分理解出るよう、情報共有

や意見収集に努めることが重要である。また、再編整備に具体的に取り組む際には、現在の幼

稚園保育園に勤務する職員に配慮し、意見を聞きながら進めていく必要がある。 
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おわりに 

ここまでの項目において、社会情勢や現状と課題の分析、具体的な検討事項などについて述べてきた。 

将来を見通し、大東大須賀区域の子どもたちにより望ましい保育・教育を提供するためには、次のよう

な点に配慮すべきである。 

 

（１）子どもは社会に希望と活力をもたらす「地域の宝」であり、未来をつくる存在である。 

    子どもの健やかな育ちを保障し、子どもの最善の利益を守ることは社会全体の責務であるため、

大東大須賀区域の認定こども園化にあたっては、子どもの視点を第一に考える。 

   

（２）これまで大東大須賀区域においては幼稚園及び保育園を順次整備し、子どもたちの保育教育にあ

たってきた。しかし、社会情勢の大きな変化やニーズの多様化が見られることから、今後は幼稚園

と保育園の長所を併せ持った認定こども園の整備を進めていく。 

   運営にあたっては、行政が保育・教育に責任を持ち、経営に関しては民間の力を最大限活用する 

とともに、市民協働による園運営を行う。 

  

 （３）単に施設を再編整備するのではなく、新たな乳幼児教育・保育の方針を明確にし、一人一人の発

達に即したより質の高い保育・教育を提供できるよう努める。 

    地域や市は、幼稚園でも保育園でも幼保園でもない、乳幼児のための新しい施設を作りあげる

という意識で再編整備に臨む。 

 

（４）配慮が必要な子どもや家庭で保育されている子どもなど、すべての子どもが生きる力を身につけ

ることができるよう、子育て支援センターや障がい児保育、外国人保育などの体制を充実してい

く。 

 

（５）「豊かなふれ合いや生活体験の中で個性を発揮し、自立心と、人とかかわる力のある子ども」を

育成していくためには、保育・教育環境が整備されているとともに、地域の子どもは地域で育んで

いくという意識が重要である。    

    「地域の認定こども園」「地域の誇りになる施設」となるよう、園と地域の連携をこれまで以上

に充実させていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

 

参考資料 

 

１ 将来人口推計 

推計Ａ・・・国立社会保障・人口問題研究所の推計方法を採用し、自然動態において合計特殊出生率は 

下降傾向に推移し、社会動態において流出超過傾向が継続すると仮定した場合の推計値。 

推計Ｂ・・・第２次掛川市総合計画の将来人口目標値の推計方法を採用し、自然動態において合計特殊

出生率は上昇し、社会動態において流出超過を克服し流入超過に転じると仮定した場合の

推計値。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大東区域                                     単位：人 

地区名 歳児 実績値 推計Ａ 推計Ｂ 

平成 17 年 

（2005 年） 

平成 27 年 

（2015 年） 

平成 32 年 

（2020 年） 

平成 37 年 

（2025 年） 

平成 32 年 

（2020 年） 

平成 37 年 

（2025 年） 

大坂地区 
0～4 歳 ２４８ ２０６ １８７ １６２ ２１１ ２０１ 

5～9 歳 ２３６ ２４３ ２２７ ２０３ ２３２ ２４１ 

睦浜地区 
0～4 歳 １３８ １２９ ９９ ８３ １０９ １０４ 

5～9 歳 １３２ １０６ １０７ ８１ １１０ ９６ 

千浜地区 
0～4 歳 ２２７ １５２ １２５ ９５ １４９ １３４ 

5～9 歳 ２２５ １４９ １３３ １０８ １３７ １３８ 

土方地区 
0～4 歳 １２３ １４２ １１３ １０５ １３８ １５６ 

5～9 歳 １８３ １３１ １５３ １２３ １５７ １５６ 

佐束地区 
0～4 歳 １９０ １２０ １１０ ９３ １２１ １２２ 

5～9 歳 １７２ １４４ １１４ １０６ １１８ １２３ 

中地区 
0～4 歳 １２５ ９１ ８１ ６８ １０５ １０２ 

5～9 歳 １３６ ９４  ８３  ７５ ８６ １０２ 

合計 0～4 歳 １,０５１ ８４０ ７１５ ６０６ ８３３ ８１９ 

5～9 歳 １,０８４ ８６７ ８１７ ６９６ ８４０ ８５６ 

【推計値に関する留意点】 

・地区別推計は、人口の母数が小さく、ひとつの事象の影響を地区内で緩和しきれないため、

直近の社会移動の影響が大きく反映されている。例えば、宅地開発等で人口増加のあった地区

は増え続ける推計に、企業の撤退等で人口減少のあった地区は減少が継続する推計になる傾向

がある。 

・市全体の推計時に見込んだ社会増を各地区の人口割によって配分して推計しているため、地

区ごとの特殊事情（上記の例や個別の人口減少対策等）を反映できていない。 
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大須賀区域                                    単位：人                                 

地区名 歳児 実績値 推計Ａ 推計Ｂ 

平成 17 年 

（2005 年） 

平成 27 年 

（2015 年） 

平成 32 年 

（2020 年） 

平成 37 年 

（2025 年） 

平成 32 年 

（2020 年） 

平成 37 年 

（2025 年） 

大須賀 

第一地区 

0～4 歳 １１３ １０２ １１６ １０５ １１５ １２９ 

5～9 歳 １１３ １４３ １０６ １２０ １０８ １２５ 

大須賀 

第二地区 

0～4 歳 １０１ ７５ ７５  ６７  ７９  ７０ 

5～9 歳 １２３ １１４  ８３  ８２  ８６  ９１ 

大須賀 

第三地区 

0～4 歳 ２１３ ７５ ７０  ５２  ７６  ６８ 

5～9 歳 １８７ １０４  ５０  ４６  ５２  ５６ 

大渕地区 
0～4 歳 １４５ １２９ １１８ １０６ １４６ １３６ 

5～9 歳 １５７ １５１ １２３ １１２ １２７ １４６ 

合計 
0～4 歳 ５７２ ３８１ ３７９ ３３０ ４１６ ４０３ 

5～9 歳 ５８０ ５１２ ３６２ ３６０ ３７３ ４１８ 

 

２ 各園の状況  

 

大浜地区幼稚園の状況 

 大坂幼稚園 睦浜幼稚園 千浜幼稚園 

定員 １６０ ９０ １６０ 

園児数 平成２８年度 ６７ ４４ ４０ 

平成２７年度 ６１  ４５  ３９ 

平成２６年度  ７６  ４２  ４９ 

平成２５年度  ７４ ４０  ５７ 

平成２４年度  ８２  ４３  ５５ 

平成１８年度  ６６  ７０  ６９ 

平成１３年度  ６５  ５８ ７７ 

職員数 平成２８年度  １０   ８   ７ 

内訳 正規幼保 注 1   ５   ４   ４ 

   正規事務等 注２   ０   ０   ０ 

   非常勤幼保   ５   ４   ３ 

   非常勤事務等   ０   ０   ０ 

建設年度 昭和５０年度 昭和５６年度 昭和４８年度 

経過年数 ４１年 ３５年 ４３年 

注１ 幼保 ・・・幼稚園教諭、保育士 

注２ 事務等・・・給食員、事務職等 
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城東地区幼稚園の状況 

 土方幼稚園 佐束幼稚園 中幼稚園 

定員  ９０ ９０  ９０ 

園児数 平成２８年度 ６０ ６４  ３５ 

平成２７年度 ６５  ５４  ３１ 

平成２６年度  ６２  ６９  ３９ 

平成２５年度  ５５ ７１  ４３ 

平成２４年度  ５７  ７８  ３８ 

平成１８年度  ５２  ７３  ３４ 

平成１３年度  ８０   ６７  ５７ 

職員数 平成２８年度   ７   ８   ８ 

内訳 正規幼保 注 1   ４   ４   ４ 

   正規事務等 注２   ０   ０   ０ 

   非常勤幼保   ３   ４   ４ 

   非常勤事務等   ０   ０   ０ 

建設年度 昭和５２年度 昭和６０年度 昭和５９年度 

経過年数 ３９年 ３１年 ３２年 

    

 大東区域保育園の状況 

 城東保育園 大坂保育園 千浜保育園 

定員  ９０ １５０  ７０ 

園児数 平成２８年度 １０２ １４６  ７４ 

平成２７年度 １０６ １５３  ６６ 

平成２６年度  ９９ １３４   ７１ 

平成２５年度 １０５ １３８  ６７ 

平成２４年度 １０５  １３３   ６３ 

平成１８年度 １００ １４１  ７４ 

職員数 平成２８年度  ２４  ２９  １９ 

内訳 正規幼保 注 1  １０  １１   ９ 

 正規事務等 注２   ３   ２   １ 

   非常勤幼保  １０  １４   ８ 

   非常勤事務等   １   ２   １ 

建設年度 昭和５２年度 昭和５０年度 昭和５１年度 

経過年数 ３９年 ４１年 ４０年 
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 大須賀区域幼稚園の状況 

 横須賀幼稚園 大渕幼稚園 

定員 １６０  ９０ 

園児数 平成２８年度  ９５  ５７ 

平成２７年度  ９７  ５２ 

平成２６年度 １１５  ５８ 

平成２５年度 １２３  ６５ 

平成２４年度 １２２  ５６ 

平成１８年度 １３９  ６２ 

平成１３年度 １２７  ６５ 

職員数 平成２８年度  １３  １０  

内訳 正規幼保 注 1   ６   ４ 

   正規事務等 注２   ０   ０ 

   非常勤幼保   ７   ６ 

   非常勤事務等   ０   ０ 

建設年度 昭和５４年度 昭和５２年度 

経過年数 ３７年 ３９年 

 

大須賀区域保育園の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 よこすか保育園 おおぶち保育園 

定員  ９０ １２０ 

園児数 平成２８年度  ８８  ９９ 

平成２７年度  ９２  ９６ 

平成２６年度  ８６  ９４ 

平成２５年度  ９２  ９７ 

平成２４年度  ８６  ９５ 

平成１８年度  ８７  ９９ 

職員数 平成２８年度                                                                                                                                                                          １６  １８ 

内訳 正規幼保 注 1  １１  １３ 

   正規事務等 注２   ０   ０ 

   非常勤幼保   ５   ４ 

   非常勤事務等   ０   １ 

建設年度 昭和５６年度 平成１７年度 

経過年数 ３５年 １１年 
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３ 過去の検討の経緯 

（１） 大東町、大須賀町における検討 

① 大東町における検討 

・平成１１年２月１５日  

      「大東町幼児教育検討委員会」提言の要旨が提出され、その中に、以下のような文言が盛

り込まれた。 

 

 抜粋 

       ２ 本町のような民設民営の環境が整っていない現状の中で、時代のニーズに最も相応

しい「幼・保一元策」は、現行法が文部省と厚生省で運営面において調整できていな

いため、町が理想とする方針が望めない。 

   よって、法律改正までは施設の共用化等の連携強化を検討されたい。 

 

４ 少子化の進行と共に、減少が予想される保育所・幼稚園児数に適応した適正規模・適

正配置の保育所・幼稚園施設の構築を図る必要性が考えられます。 

         将来的な展望としては、少子化の進度を踏まえて小学校と共に保育所・幼稚園の統

廃合も検討事項の１つとされたい。 

       

     ・平成１２年３月 

       『大東町幼稚園教育振興計画』策定 

       幼稚園における３歳児保育の推進や１学級の適正規模等について計画されているが、再

編については、課題の１つとしてあげられるにとどまっている。 

 

② 大須賀町における検討 

・平成１１年３月  

       『大須賀町幼稚園教育振興計画』策定 

       預かり保育や保育所との連携などが計画された。 

 

      ・平成１５年１月２３日 

       「大須賀町幼児教育保育施設の適正規模にかかる提言について」が提出され、その中に以

下のような文言が盛り込まれた。 

       抜粋 

      （７）幼保一元化の方向をめざして 

         保育のニーズを受け、現状の課題は多いが将来の幼保一元化の方向をめざして、次

のように取り組むことが望ましい。 

① 現状においては幼稚園と保育園は、それぞれの目的をもった保育を行っているとこ

ろであるが、３・４・５歳児の保育については、就学前保育として一元的にとらえ

推進するよう検討されたい。 
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② 将来の一元化に向けて幼・保職員の合同研修や人事交流等を図るよう検討されたい。 

③ 現在、幼稚園は公立、保育園は民営となっておりますが、将来は幼稚園も民営化を

検討し、同一敷地内で、一体的な幼児保育ができるよう研究することが望ましい。 

 

  （２）南部地区乳幼児教育検討委員会（平成 21～22 年度） 

      委員は、市民代表、幼稚園関係者、保育園関係者、学識経験者 計１３名で、幹事は、私立

保育園長２名、公立幼保園、幼稚園長３名 計５名で構成。 

      計８回の委員会を開催し、平成２２年９月に「掛川市南部地区乳幼児教育のあり方につい

て（報告書）」を提出 

      幼稚園が民営化できる場合、長期計画として、既存の幼稚園保育園を大東区域２園、大須賀

区域２園の民営の幼保園に統合することを提言 

 

  （３）乳幼児教育振興計画策定委員会（平成 23 年度） 

      委員は、幼稚園関係者、保育園関係者、学識経験者 計１０名で、幹事は、私立幼保園、保

育園長２名、公立幼保園、幼稚園長２名 計４名で構成。 

      計３回の委員会を開催し、平成２４年２月に「掛川市乳幼児教育振興計画策定に向けての

提言」を提出 

      既存施設を４つの民営幼保園（大浜、城東、大渕、横須賀）に再編することを提言 

 

  （４）子ども・子育て会議（平成 25～26 年度） 

      委員は、子どもの保護者、子ども・子育て支援に関する事業に従事する者、子ども・子育て

支援に関し学識経験を有する者など 計１６名で構成。 

      計９回の会議を開催し、平成２７年３月に「掛川市子ども・子育て支援事業計画」を策定。 

      「施策２－２ 保育ニーズに応じた保育環境の整備 （３）大東・大須賀区域の施設再編整

備」項目において、平成２２年、平成２４年の提言にある民営幼保園の整備を基本とし、再編

の検討を進める、地域の理解を得て実施計画を立てて、再編を推進していく旨を明記 

      今後の取り組みとして、幼保再編のための推進組織設置と再編実施計画の策定を盛り込む。 

 

４ 推進委員会開催の経緯 

  （１）第１回推進委員会 平成２７年１１月９日（月）１０：００～ 

     ① 内 容  

・大東大須賀区域認定こども園化の推進体制について  

           推進委員会、庁内委員会、庁内ワーキングを設置し、全体の枠組みやスケジュールなど、

認定こども園化に関する実施計画を策定する。 

・大東大須賀区域認定こども園化の素案について 

      大東大須賀区域の現状として、幼稚園の小規模化、保育園の定員不足、施設の老朽化と

いう課題が見られる。 

      より質の高い保育･教育を、安全・安心な施設で提供するために、既存の公立幼稚園８園
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と私立保育園５園を、民営の認定こども園５園に再編する素案を提示。 

② 主な意見 

・５園に再編する案以外の案も含めて、メリット･デメリットを整理してもらいたい。 

     ・民営と公営のメリット･デメリットを整理してもらいたい。 

     ・将来の各地域の地域づくりの方向性と並行して考えていかなければならない。住民の理解

が重要である。 

     ・施設が多くなれば、その分の費用は当然かかり、将来の負担も増す。予算・費用に関する

資料をまとめてもらいたい。 

     ・施設規模があまり大きくなると、先生と園児・保護者との距離が離れてしまいそうである。 

     ・働いている保護者と働いていない保護者では、考え方が違う部分もあるので、認定こども

園になったときに園とどのように関わるのか気になる。 

 

（２）第２回推進委員会 平成２８年１月２７日（水）１０：００～ 

① 内 容  

・１回推進委員会以降の進ちょく状況について 

・大東大須賀区域認定こども園化の素案について 

② 主な意見 

・５園にするか、４園にするかを早急に検討したい。 

・運営主体はいつ決定する予定か。 

・大東大須賀の認定こども園化に関しては、誰がどのような園を作り、どういう教育を行っ 

ていくかというビジョンを示せれば、市民の不安が解消すると思う。これをどんどん進め

ていくべき。 

・園が再編されていくという実感がまだ市民にない。まず、再編をやるということを市民に

広く周知すべき。できれば小さい単位で説明会を行ってほしい。 

      また、場所やスケジュール、定員の案なども早く市から案を示してもらいたい。再編の時

期が示されると、議論が進むと思うし、市民も注目すると思う。 

・情報が少なく知らないことが多いと不安になる。説明の機会を作り、丁寧な説明を心がけ

て欲しい。 

 

（３）第３回推進委員会 平成２８年３月１７日（木）１３：３０～ 

    ① 内 容  

     ・掛川市乳幼児教育ビジョン（案）について 

      「豊かなふれ合いや生活体験の中で個性を発揮し、自立心と人とかかわる力のある子ども

の育成」のために、認定こども園を整備していく。 

      掛川らしい質の高い乳幼児教育・保育を提供する認定こども園を整備するため、幼稚園

保育園の園児、保育者の交流や保護者への理解推進を進めていきたい。 

・大東大須賀区域認定こども園の整備場所について 

      整備場所について委員からの意見を求めた。 
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② 主な意見 

     掛川市乳幼児教育ビジョンについて 

・幼稚園と保育園の先生同士の交流をぜひ進めてほしい。 

     ・認定こども園を整備するにあたっては、幼稚園でも保育園でもない新しい施設を作るとい

う意識で望んでもらいたい。 

     ・子どもは自然に融合していくと思うが、保育者の意識の融合や保護者の理解が難しい。丁

寧に取り組んでもらいたい。 

     整備場所について 

大坂地区 

     ・現在の大坂幼稚園、大坂保育園の場所が良いのではないか。 

     ・シオーネの付近や大東体育館敷地は活用できないか。 

千浜地区 

     ・現在の千浜幼稚園、千浜保育園の場所が、小学校との連携も取れるので良いのではないか。 

          ・現在地でも海抜１３ｍあるので津波は心配ないと思う。 

     ・千浜小学校東側の駐車場は活用できないか。 

城東地区 

          ・城東保育園あたりが真ん中であり良いと思う。 

横須賀地区 

     ・横須賀幼稚園は海抜も低く、保護者が津波を心配している。よこすか保育園も近隣が住

宅地で活用が難しい。移転ということになるのではないか。 

          ・津波の心配をしている。現在地より北の方が良い。 

     ・大須賀中学校の付近や大須賀運動場あたりでも良いと思う。 

          ・横須賀高校付近でもいいと思う。 

大渕地区 

     ・現在のおおぶち保育園を活用するのが良いと思う。 

 

（４）第４回推進委員会 平成２８年５月１９日（木）１０：００～ 

    ① 内 容  

・大東大須賀区域幼稚園保育園の認定こども園化について 

     「掛川らしい質の高い乳幼児教育をめざす」「安心して子どもを預けられ、地域の誇りに

なる施設をめざす」という、認定こども園化の考え方について協議。 

       これまでの検討の経緯についても整理。 

・大東大須賀区域認定こども園の整備場所等について 

      整備場所や整備順について、第３回委員会での意見を基に、推進委員会としての方向性を

定めるため、具体案について検討。 
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② 主な意見 

     大東大須賀区域幼稚園保育園の認定こども園化について 

 ・人口推計に基づく将来の子どもの数という視点もしっかり盛り込んで、園数や定員などを

検討する方がよい。 

     ・民営化した際は、教育保育に関し、行政はどの程度関与するのか。 

     ・通勤ルートなどで園を選択する保護者もいるが、大東大須賀区域においては、地元の園を

希望する保護者が圧倒的に多い。 

     整備場所等について 

     ・大須賀運動場を活用する場合、現在使用している人の理解を得ることが大事である。 

     ・幼稚園保育園と小学校が近接していると交流がしやすい。 

     ・次の段階として、整備コストなどを踏まえた現実的な議論をしていくべきである。 

     ・民営化した場合、公立幼稚園に勤めている職員はどうなるのか。一人一人の考えを尊重し

た丁寧な対応をし、新しく開園する認定こども園で保育士不足が起きないよう準備して

もらいたい。 
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５ 委員名簿 

 氏名 役職 備考 

１ 
山本 伸晴 

地域福祉研究所 主宰 

元 常葉学園短期大学学長 

委員長 

子ども・子育て会議会長 

２ 
宇佐美 千穂 掛川市教育委員会評価委員 

副委員長    

掛川市民大学院卒業生 

３ 鈴木 久男 市議会議員 大東区域 

４ 内藤 澄夫 市議会議員 大須賀区域 

５ 笠原 庄治 区長会連合会副会長 大東区域       ～平成 28 年 3 月 31 日 

 伊藤 寿昭 区長会連合会副会長 大東区域       平成 28年 4 月 1 日～ 

６ 夏目 正秀 区長会連合会副会長 大須賀区域      ～平成 28 年 3 月 31 日 

 伊藤 達 区長会連合会副会長 大須賀区域      平成 28 年 4 月 1 日～ 

７ 黒田 麻美 佐束幼稚園 保護者 大東区域（城東地区） 幼稚園 

８ 沢島 妙子 千浜幼稚園 保護者 大東区域（大浜地区） 幼稚園 

９ 横山 るみ 横須賀幼稚園 保護者 大須賀区域 幼稚園 

10 縣 麻貴子 城東保育園 保護者 大東区域（城東地区） 保育園 

11 橋山 友美 大坂保育園 保護者 大東区域（大浜地区） 保育園 

12 横山 幸子 おおぶち保育園 保護者 大須賀区域  保育園 

13 
安藤 彰 

社会福祉法人 大東福祉会 

事務局長 

南部区域（大東） 

私立保育園 

14 
青野 容幸 

社会福祉法人 大須賀苑 

事務局長 

南部区域（大須賀） 

私立保育園 

15 

小澤 直明 

掛川市私立幼稚園協会会長 

学校法人くるみ学園 

社会福祉法人くるみ学園福祉会理事長 

私立幼稚園（掛川） 

私立幼保園 

16 鈴木 康之 大坂小学校 校長 大浜中学校区学校関係者 ～平成 28年 3月 31 日 

 田中 克美 大坂小学校 校長 大浜中学校区学校関係者 平成 28年 4月 1 日～ 

17 石川 靖 土方小学校 校長 城東中学校区学校関係者 

18 田中 克美 大渕小学校 校長 大須賀中学校区学校関係者  ～平成 28年 3月 31 日 

 山田 英子 大渕小学校 校長 大須賀中学校区学校関係者  平成 28年 4月 1 日～  

19 藤原 ふみ代 城東保育園 園長   

20 
岩清水 久美子 

乳幼児センターすこやか 

幼稚園部 園長 
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事務局名簿 

 氏名 役職 備考 

１ 浅井 正人 副市長  

２ 高川 佳都夫 こども希望部長  

３ 松浦 伸明 こども政策課長 ～平成 28年 3月 31 日 

 山﨑 浩 こども政策課長 平成 28年 4月 1 日～ 

４ 松下 きみ子 こども希望課長  

５ 
杉村 正之 

こども希望課主幹兼こども育成係長 

こども政策課施設整備担当専門官 

～平成 28年 3月 31 日 

平成 28年 4月 1 日～ 

６ 沢崎 知加子 こども希望課主幹兼こども育成係長 平成 28年 4月 1 日～ 

７ 赤堀 賢司 教育政策室長  

８ 原田 陽一 こども政策課主幹兼こども政策係長  

９ 佐藤 勝子 こども希望課こども育成係指導主事  

10 落合 夕子 こども政策係  主査  

11 山本 邦一 こども政策係  主任  

 

 


